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欧州東部における越境地域協力（CBC）の変容
― EU対ロシア？ ―
髙橋　和
（人文学部法経政策学科）
１　はじめに－問題の所在―
　1960年代から欧州でみられるようになったミクロレベルの越境地域協力体（ユーロリージョ
ン）は、1990年代に入ると EU の地域政策に組み込まれることによって急速に拡大した。EU
の INTERREG と呼ばれる地域政策のプログラムは、越境地域協力に補助金を出す制度であり、
中央政府ではなく地域に直接資金が与えられるということで、国境地域にあるがゆえに発展を
阻害されてきた地域の発展を促し、地域の自立性を高めるという目的があった。とりわけ冷戦
期に東西陣営の分断線となっていた「東欧」諸国が、2004年に EU に加盟することが明らかに
なって以来、ユーロリージョンは EU とそれに隣接する「東欧」諸国との間で多く設置される
ようになった。EU もまた加盟交渉に入った国に対しては、ユーロリージョンの設置を奨励し
てきた。
　ユーロリージョンの拡大は、地域が EU から直接補助金を得る機会となったという理由のみ
ならず、ユーロリージョンで行われる様々なプロジェクトの遂行によって、EU 加盟後の事務
手続き等のトレーニングの場としても機能し、EU とその隣接地域との統合において効果を上
げてきた1。こうした状況に鑑みると、ユーロリージョンは、EU にとっての拡大戦略のツー
ルであったとみることができる。さらに、EU は2003年に「ワイダー・ヨーロッパ（Wider 
Europe）」、翌2004年に「近隣諸国政策（the European Neighborhood Policy：ENP）」を発表
した。これは、EU は近い将来には新規加盟を受け入れる予定がないことを明示する一方で、
しかし EU と近隣諸国を断絶する意図はないと述べて、EU と近隣諸国との間に分断線を作ら
ないために、越境地域協力には積極的に取り組むことを表明したものであった。この近隣諸国
政策に基づき、EU は EU の外延地域との間でユーロリージョンをつくることを奨励し、近隣
諸国政策との具体的な協力関係構築のための手続きを「近隣諸国政策インスルメント
1　髙橋和・秋葉まり子『EU統合の流れの中で東欧はどう変わったか－政治と経済のミクロ分析―』　　
弘前大学出版会、2010年、88-90頁。
論　説
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（European Neighborhood Policy Instrument: ENPI）」として発表した。こうした EU の姿勢は、
ユーロリージョンがこれまで EU と近隣諸国との関係強化において有効であったことを評価し、
EU と近隣諸国との関係においても、ユーロリージョンの役割に期待するものであったといえ
よう。
　しかし、EU が拡大をほぼ完了した2004年以降も、ユーロリージョンは増え続けた。この時
期にユーロリージョンが設立された地域は、EU と境界線を共有しない域外地域である。ユー
ロリージョンが EU と近隣諸国との隣接地域以外のところに拡大しているという状況は、もは
やユーロリージョンが EU のツールとしてではなく、地域の主体的な動きとして捉えることが
可能なのであろうか。確かに、ミクロレベルの越境地域協力（Cross Border Cooperation: 
CBC）は、アジアなど欧州以外の地域においても多く見られるようになっていた。
　こうした状況を踏まえて、本稿では、現在 EU の域外地域でユーロリージョンの設置の動き
が拡大している要因を明らかにし、ミクロレベルの越境地域協力がどのように変容しているか
を検討することを目的とする。
　EUにおけるサブリージョンの研究は、冷戦後の欧州における新しい秩序が模索される中で、
大国の利害に翻弄されないための地域の側の対応として議論されてきた２。さらに拡大する
EUにおいて、統合の進展によってEUレベルでは民意が反映されにくくなるという、いわゆる
「民主主義の赤字」を緩和するために、地域と国家の間で権限の分割が議論され、住民に近い
問題はできるだけ住民に近いところで処理するという「補完性の原理」に基づき、地方自治体
の関与の根拠がアムステルダム条約に明記されたことによって、越境地域協力は活発化した3。
こうした観点からの研究は、マルチレベル・ガバナンスという視点から議論されるようになる。
しかし、マルチレベル・ガバナンスを越境地域協力に適用しようとする研究は、EUの統治形
態に関する議論に依拠するものであり、EUの域内での越境地域協力を説明することはできる
が、EU域外の地域協力を説明することは難しい。そこで筆者は、EUの域外に拡大するユーロ
リージョンの動きを、東欧地域をどのように組み込むかというEUの地域戦略の観点から分析
し、EUの地域政策の意図を明かにするとともに、EUの統合に対する地域の側のレスポンスと
して、さらに、EUと国家、地域の間の権限の分割をめぐる問題として議論してきた。
　現在、欧州国境地域協会（Association of the European Border Regions: AEBR）で把握し
ている越境地域協力（CBC）は、2012年1月現在、200を超えようとしている。2000年の登録
2　Andrew Cottey, Subregional Cooperation in the New Europe: Building Security, Perspective and Solidarity 
from the Barents to the Black Sea, New York, Pargrave,1999.
3　欧州連合条約（1997年に署名されたのがアムステルダム条約）1999年では、その前文において、「補
完性の原則に従い、できる限り市民に近いところで決定が行われ」と規定されている。
　欧州統合によって多くの人が一つのポリティに代表されることによって、少数者の意見が排除される機
会が多くなることが懸念され、それが「民主主義の赤字」といわれるものである。
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が70、2006年でも137であることと比較すると、EU が東方拡大をほぼ終了したのちも CBC は
増え続けていることがわかる。さらに東方拡大を終えた2007年以降もユーロリージョンの設置
が相次いでいる。新たに設置されたのは、ロシアとの国境地域で12か所、ウクライナとの国境
地域で８か所、ベラルーシとの国境地域で５か所、モルドヴァとの国境地域で3か所、またセ
ルビアで4か所、トルコで２か所と EU 域外地域であることがわかる。さらに黒海ユーロリー
ジョンのように、ルーマニア、ブルガリア、モルドヴァ、ロシア、ウクライナに加えてアルメ
ニア、グルジア、アゼルバイジャン、トルコが参加する広域なものも設立され、ユーロリージョ
ン設置の動きは、欧州からアジアへの広がりを見せている。
　とりわけ近年ユーロリージョンの設置の動きが顕著に見られるのが、ロシア－ウクライナの
国境である。この地域には、ユーロリージョン・ドニエプル（Euroregion Dnepr）, ユーロリー
ジョン・ヤロスラヴナ（Euroregion Yaroslavna）, ユーロリージョン・スロボジャンシチナ
（Euroregion Slobozhanshchyna）, ユーロリージョン・ドンバス（Euroregion Donbass）の4
か所が設置され、ロシアーウクライナの国境は全域にわたり、ユーロリージョンが設置された
ことになる。また、ウクライナとモルドヴァの間の「トランスニストリア」を含むユーロリー
ジョン・ドニエストル（Euroregion Dniestr）が2012年２月に設立された。「トランスニスト
リア」は、旧ソ連邦が解体したのち、モルドヴァから独立を宣言した「国家」であり、わずか
の国からしか承認を得ていない未承認国家である。こうした「国家」を含む地域がユーロリー
ジョン設立に動きだしているのである。これらのユーロリージョンはすべて EU との境界線を
持たない地域にある。
　ユーロリージョンの設置は、欧州評議会のマドリッド条約によって法的枠組みが制度されて
おり、EU 域外地域におけるユーロリージョンの設置が特殊なものであるというわけではない。
ロシアもウクライナも欧州評議会のメンバーだからである。しかし、国家の領域すらも暫定的
なものである「国家」がユーロリージョンの設置に動くという状況は、従来 EU 域内において
中央集権国家から地方への権限の委譲や、利害関係者が関与するマルチレベル・ガバナンスと
いう統治の観点からの説明では説明しきれない。なぜならば、これらの地域では地方自治体の
権限も弱く、地域住民の主体的な活動も制限されているような政治状況であり、それゆえに国
家が国家アクター以外のアクターと権限を共有したり、他のアクターに権限を委譲することは
ほとんど考えられないからである。それにもかかわらず、ユーロリージョンの設置が相次ぐと
いう状況は、何に起因するのであろうか。本稿では、こうした問題関心から、東欧におけるユー
ロリージョンの設置の背景について、人の移動という観点を考慮しつつ、その要因について考
察する。
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２　ウクライナ―ロシア国境地域におけるユーロリージョン
　ウクライナーロシアの国境地域には4か所でユーロリージョンが設置されている。
　ユーロリージョン・ドニエプルは、ロシアーウクライナーベラルーシに跨るユーロリージョ
ンであり、ウクライナーロシア国境地域ではもっとも古く、2003年4月に設置された。 ユー
ロリージョン・スロボジャンシチナはドニエプルと同じ2003年の設置である。比較的新しいの
は 2007年設立のユーロリージョン・ヤロスラヴナと2011年設立のユーロリージョン・ドンバ
スである。これによってロシアーウクライナの国境は全域にわたり、ユーロリージョンが設置
されたことになった。（地図参照）
　ユーロリージョン･ドニエプルは、ロシアのBryansk県、ウクライナのChernigovo県、ベラ
ルーシのGomel県から構成されるユーロリージョンで、チェルノヴィリィ原子力発電所を抱え
る地域である。この地域は、チェルノヴィリィ原発の事故以前には、豊かな農村地域であった
が、原発事故の環境へのダメージは大きく、その後人口減少とくに生産に従事できる年齢層の
人口が大幅に減少し、地域経済は停滞していた。国境に接する辺境地帯であることに加えて、
原発事故の後遺症という環境問題を抱えている地域においてユーロリージョンを設立したいと
いう動きは、1997年に遡る。この地域の国境地域の首長会議で、国境地域の経済的、科学的、
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技術的、文化的協力について越境地域協力の可能性について議論が交わされた。さらに、2002
年にはベラルーシ、ウクライナ、ロシアの環境保護大臣がドニエプル河の流域地域における環
境改善に関する文書の調印し、2003年4月29日、にこれらの会議や文書の基づきユーロリー
ジョン・ドニエプルが設立された。
　ユーロリージョン・ドニエプルは、活動の目的として、包括的経済発展、地域の発展、情報
通信・教育・健康保健・スポーツ・ツーリズム・環境保護、自然災害への緊急対応、国境地域
住民間の協力の拡大を掲げている。実施しているプロジェクトとしては、協力のための会議の
開催、地域教育へのマネージメント、ツーリズムを発展させるためのモデルの作成、ユーロリー
ジョン・ドニエプルにおける水利問題への取り組み、スラヴ研究の国際的な研究所の設立など
である4。
　こうした活動目的やプロジェクトを見る限り、EU 域内におけるユーロリージョンと大きな
違いがあるようにはみえない。しかし、ロシアの研究者、タチアナ・ボロジナによれば、ロシ
ア―ウクライナ国境のユーロリージョンは4つの点において、西欧のユーロリージョンと大き
く異なっているという。第一に、EU では国は異なっていても EU のレベルで統一的な地域政
策があり、各国はそれに従って自国の地域政策を調整している。しかし CIS ではそうした統
一的な地域政策はなく、国家レベルでさえ統一されたものはない。第二に、EU ではユーロリー
ジョンに対して中・長期的（7年から14年）な財政支援があるが、CIS ではほとんどない。第
三に EU のユーロリージョンは統合過程で発展してきたが、CIS は分解している過程で設立さ
れた。第四に EU のユーロリージョンは人口、経済活動、輸送のためのインフラにおいて発展
してきたが、CIS の国境は可能性に留まっている５。
　こうした違いに加えて、この地域におけるユーロリージョンは、ローカルなレベルに地域政
策の権限がないために、活動に法的な根拠がなく、ローカルな自治体の首長による個人的な関
係に基づく活動しかできない。したがってローカルな地域政策は行うことはできず、リージョ
ナルなレベルの協力関係がせいぜいであると指摘する。さらに、国境を開放して、ローカルな
人々の移動を促進することによって地域の経済発展を目指すという試みのはずが、ウクライナ
とロシアの国境は以前よりも通過が困難になっているという。すなわち、ロシアの Bryansk
とウクライナの間には国境の検問所が鉄道で1か所、自動車用で3か所あり、通常の国境検問
所となっている。これに加えてこの地域には9か所のローカルな検問所がある。これはロシア
4　ユーロリージョン・ドニエプルのHP､
　 http://beleroregion.by/index.php?option=com_content&view=64&Itemd=97&lang=en(2012/10/30).
5　Tatiana Borodina, ‘Border Regime and its Influence on Social-Economic Development and Cross-
Border Cooepration: Cace-Study in Cross-Border Regions of Russia, Ukraine and Belarus.’ Academic 
Paper of Regional Studies Association Annual International Conference 2010. http://www.regional-
studies-assoc.ac.uk/events/2010/may-pecs/papers/Borodina.pfd.(2011/10/5)
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とウクライナとの協定によって設置されたものであり、税関等の検査はなく地元の人のためだ
けに検問が行われていた。しかし、現在２か所を除き、これらの検問所は閉鎖されている。さ
らに鉄道のローカル路線も廃止されたために、国境を越えて隣りの町へ行くためにはモスクワ
―キエフやモスクワーキシノウ（モルドヴァ）という国際列車を利用しなければならず、その
際には500-700ルーブル（12-17ユーロ）の高額な切符を買わなければならないという6。ゆえに、
ユーロリージョンが設置されたとはいえ、ロシアとウクライナの関係では、ローカルな人々の
交流を進め、地域の発展に自主的に取り組むための条件は整っていないといえよう。
　ロシア―ウクライナ間のユーロリージョンは、どのユーロリージョンにおいても状況は同じ
であろうと考えられる。なぜならば、ローカルな基礎的自治体が地域政策に権限持っておらず、
政策に関与できない以上、ユーロリージョンとしての決定はできないからである。では、なぜ
ロシア―ウクライナの国境地域にユーロリージョンが設置されたのだろうか。次章では、ウク
ライナとロシアの関係に大きな影響を与えた EU の地域政策についてみていく。
３　EU の近隣諸国政策（ENP）のインパクト
（１）イースタン・パートナーシップ（Eastern Partnership）
　EU の地域政策は、EU の統合を円滑にすすめるために地域間の格差を縮小しようという目
的で進められてきた。しかし EU の統合の進展にしたがって画一的な政策に対する批判がみら
れるようになり、地域の特性や歴史的な繋がりを重視すべきだという意見が強くなった。フラ
ンスやスペインは地中海地域との連携を重視する立場から、1995年にバルセロナ・プロセスを
開始し、地中海地域における協力関係を重視する姿勢を打ち出した。当時スペインの外相であっ
たハビエル・ソラナのリーダーシップによって始まったこのバルセロナ・プロセスは、地中海
地域の安全保障と協力、すなわち不法移民対策と経済発展をその目的とし、のちに欧州・地中
海パートナーシップとして制度化される。
　こうした動きに対抗して、北欧においても1999年、当時EUの議長国であったフィンランド
の首相リッポネンの提唱によってノーザン・ディメンション（Northern Dimension）が開始
された。ノーザン・ディメンションは、1990年代から始まった環バルト海協力、バレンツ地域
協力をまとめてEUの地域政策の中に位置づけたものである。その目的は、環境保護と社会的
問題への対応とされているが、バルセロナ・プロセスに対抗して、EUのなかで唯一ロシアと
国境線を共有するフィンランドが、ロシアとの協力関係の重要性を訴えることで、EUにおけ
る北欧地域の地域的利害を確保しようとする意図があった7。
6　Ibid., p.5.
7　大島美穂編著『EUスタディーズ3　国家・地域・民族』勁草書房、2007年、85頁。
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　これらの動きは、EU の中で地域政策をめぐって南と北とでそれぞれ関心が異なっているこ
とを示している。さらに、大島によれば、「地域の独自性を重視したノーザン・ディメンショ
ンは、EU の越境的な性格を下地にしながら、これまでの EU の国家を重視した志向性に新た
な彩りをもたらすものといえるであろう８」と評価されており、EU による地域政策が地域の
特性を反映したボトムアップの性格を持つ点に注目している。
　こうした状況のなか、ポーランドは2003年にイースタン･ディメンション（Eastern 
Dimension）、バルカン・ディメンション（Balkan Dimension）の提案を行い、ノーザン･
ディメンションや地中海パートナーシップと同様にヨーロッパ東部、ヨーロッパ南東部におい
ても地域の特性を反映した地域政策が必要であると主張していた9。
　しかし、こうした地域の特性に配慮しようとしたかに見えた EU の地域政策は、2004年に近
隣諸国政策（ENP）として一本化された。ENP の採択は、バルセロナ・プロセスとノーザン・
ディメンションによって地域の利害関心が反映されるようになった地域政策を一本化するもの
であり、それぞれの地域から地域の特性を無視するものであるという批判を受けるが、EU は、
ENP を、近隣諸国との関係において新たな分断線をつくるものではないことを強調した10。そ
れゆえに、EU の外縁を分断線にしないための政策として、ENP において CBC は重要な役割
を担うと主張したのである。
　ENPは、近隣諸国がEUとともに経済的・社会的発展を享受するために、民主化や環境問題、
国境管理でEUと協力することを条件に、援助を行うものである。しかし、EUのこの政策は近
隣諸国にとっては、EUの拡大が終わり、新たな分断線を作るものと捉えられた。EUがかつて
加盟を前提として旧東欧諸国に要求した制度改革、すなわち民主化やグッドガバナンス、環境
問題や国境管理での協力は、EU加盟という目標があれば努力をするが、EU加盟が約束されな
いうえにEUの価値基準に適応させようとするものであるとして、ENPは近隣諸国の側からは
冷ややかに受け止められた。とりわけウクライナとモルドヴァは、EU加盟に対してポーラン
ドやルーマニアが強く後押しをしてきただけに、EU加盟の可能性がなくなったことに落胆し
た。また欧州・地中海パートナーシップによって、パレスチナ問題にEUが関与することを期
待した地中海諸国もまた、ENPの導入によってEUの関与が後退することを懸念していた。
　ENP による EU の政策の一本化は、新規に拡大した旧東欧諸国、とりわけポーランドやルー
マニアにとっても打撃であった。ポーランドは、ポーランド系住民が多く住むウクライナの
EU 加盟を望み、それを後押ししていたため、ENP はウクライナの EU 加盟の可能性を閉ざす
という点において、また EU の政策が欧州委員会を中心に進められることによって、ポーラン
8　同上、85頁。
9　イースタン･ディメンションの構想は、その後ポーランドの政権交代とウクライナにおける親ロシア政
権の誕生によって後退した。
10　髙橋・秋葉、前掲書、88-90頁。
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ドの意見よりも影響力の強いドイツの意見を反映して、ロシアに好意的になることを懸念して
いた。EU は、2004年にウクライナのオレンジ革命をめぐって EU の介入を批判するロシアと
対立していたが、他方でドイツは「ロシア第一」政策を堅持しており、ウクライナよりロシア
を重視する姿勢を明確にしていた11。それゆえにポーランドは、この「ロシア第一」の政策が
ENP の基本路線となることを警戒し、2009年の ENP プラハ・サミットにおいて、ENP の中
のプログラムとしてイースタン・パートナーシップ（Eastern Partnership）を進めることを
提案した12。
　イースタン・パートナーシップは、アルメニア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、グルジア、
モルドヴァ、ウクライナを対象とし、EU が、これらの国々と政治的な協力関係を促進し、さ
らなる経済統合を加速するために、政治的・経済的改革を支援することを目的としている。さ
らに、長期的な目標として、もしこれらの地域において十分に管理され、安全な越境移動のた
めの条件が整ったならば、市民の越境移動を促進し、ヴィザを廃止することにも合意した。こ
れらの合意は、2011年9月のワルシャワ・サミットにおいて再度確認された13。
　イースタン・パートナーシップは、EUが連合協定に基づき二国間関係で決定するイニシア
チブと多国間関係で行われるイニシアチブがあるが、とりわけ注目されるのは多国間協定とし
て行われるウクライナとモルドヴァに対する国境管理の「支援」である。EUの国境支援ミッ
ション（The EU Border Assistance Mission to the Republic of Moldova and Ukraine: 
EUBAM）は、お互いに国境を接している両国の国境管理を調整し、近代化するとともにその
手続きをEUの基準に適合的なものとするために、国境管理能力を高めることを目的としてい
る。EUでは、すでに2007年11月から、ENPI（European Neighbourhood and Partnership 
Instrument）の枠組みでEUBAMに対して補助金を出してきたが、イースタン・パートナー
シップの採択によって、EU19か国から国境警備や通関に関する専門家が派遣されるように
なった。EUBAMはオデッサ（ウクライナ）に指令本部を置き、ウクライナールーマニアの国
境地域6か所とオデッサ港で任務を行っている。EUから派遣されているスタッフは、ウクラ
イナーモルドヴァ間1,222㎞に200名以上、さらに通関と国境警備の専門家が100名以上におよ
び、これらのスタッフがウクライナとモルドヴァの現地スタッフといっしょに働いていて、彼
11　EUはロシアと「EU―ロシア戦略的パートナーシップ協力協定」を1994年に締結しており、その後も
戦略対話を続けている。また2003年―2005年には、EU-ロシア4つの共通スペース、すなわち経済、
自由・安全・正義、対外政策、研究の4つのスペースにおいて協力を進めることに合意した。さら
にNort Streamのガスパイプライン建設が、ドイツーロシアの二国間協定に基づき進められている。
Przemyslaw Zurawskivel Grajewski,'Russia and the EU’s neibbourhood policy template,’ in Elzbieta 
Stadtmuller and Klaus Bachmann, The EU’s Shifting Borders: Theoretical approaches and policy implications 
in the new neighbourhood, London and New York, Routledge, 2012, p.152.
12　イースタン・ディメンションの構想は、1998年に当時のポーランドの外相ゲレメクによってなされている。
13　European Union, EU cooperation for a successful Eastern Partnership, EU Publication Office, 2012, p.2.
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らの任務は2015年12月まで継続することで合意されている1４。
　こうした国境管理に関するサポートは、EU と直接国境を接するウクライナやモルドヴァに
止まらない。ベラルーシ―ウクライナ間の国境検問所やグルジア―アルメニア国境においても
国境管理能力の強化のために、それぞれ270万ユーロ、290万ユーロが支援されることになって
いる。国別の国境管理については、ENP・イースタン・パートナーシップのなかの Flagship
というイニシアチブで行われるが、Flagship の国境管理に割り当てられた予算は4,400万ユー
ロに達しており、EU がこの問題にいかに神経質になっているかがわかる15。これらのことから、
EU にとってイースタン・パートナーシップの目的が、人の移動の管理にあることがわかる。
EU は民主化やグッドガバナンス、人権といった価値基準をこれらの国々と「共有する」ため
の支援であることを強調するが、実際に意図しているのは、これらを口実に EU への不法な入
国を阻止するための国境管理体制づくりであった。
　他方、ポーランドはウクライナを EU に取り込むことによって、ポーランドをゲートウェイ
として東欧に影響力を行使することが可能となり、それによって EU におけるポーランドの存
在価値を高めることができると考えていた。ENP にイースタン・パートナーシップの提案を
行ったのは、ポーランドとスウェーデンである。ポーランドはこの政策によって、ドイツの「ロ
シア第一」政策からの転換を促し、東欧諸国への関与を高める必要があった16。ENP は、EU
においても同床異夢であった。
（２）ロシアとウクライナの対応
　これに対して ENP によって EU への加盟の可能性が遠のいたにもかかわらず、ウクライナ
は、2005年に EU と「行動計画協定」を締結し、EU の要求する民主化やグッドガバナンスの
基準にしたがって国内の改革を行っていた。しかし、ウクライナ国内では「EU は口ばかりで、
行動が伴わない」という批判も強い。また EU は EU の制度を押し付けるがいかなる決定にも
関与させないという批判も強い17。とりわけ、EU が力を入れている、そして EU にとってイー
スタン・パートナーシップの目的である国境管理については、EU は域内に対してはシェンゲ
ン協定に基づき国境を廃止し、人の移動の自由を進めたが、域外地域には国境管理の強化を要
求するものであり、「ヨーロッパ要塞」を作ろうとするものであるという批判がなされる。こ
れは、近隣諸国に国境管理の強化を要求することは、技術的な問題のみなならず、近隣諸国の
主権にかかわる国境管理に EU の価値を押し付けつけるものであり、EU による間接的な支配
領域の拡大であると認識されたためであった。
14　Ibid., p.6.
15　Ibid., p.6.
16　髙橋・秋葉、前掲書、97-98頁。
17　Przemyslaw Zurawskivel Grajewski,op.cit.,p.151.
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　しかし、ウクライナの ENP の受け入れは、EU が主張したように EU とともに繁栄するという状
況にはならなかった。ENP 導入以降、EU のウクライナへの輸出は30％増えているが、ウクライナ
から EU への輸出は7% 減少し、ウクライナにとって EU との関係は市場の拡大には繋がらなかっ
た。これに対して CIS の単一経済圏（Single Economic Space: EEP）への輸出は２倍に増加して
おり、ウクライナの経済は、EU との結びつきよりも CIS との関係が強化された結果となっている18。
それにもかかわらず、ウクライナは、政治的には EU の価値基準にしたがって国内の政治制度の改
革に乗り出している。こうしたウクライナの「分裂」したような状況は、次の節で述べるように、
ウクライナにとって不法移民の問題が深刻となっていたからである。ウクライナは、ポーランド
がシェンゲン圏に入るまでは移民の送り出し国・通過国であったが、ポーランドがシェンゲン
圏に入り、国境管理が厳格になった現在では送り出し国であると同時に、ロシアや中東、アジ
アからの不法移民の受け入れ国となっており、受入国としての対応を余儀なくされるように
なった。そのためウクライナは EU の支援、とりわけ国境管理における実質的な支援が必要と
なっていた。さらにロシアとの関係において過度にロシアに依存しないためには EU とのバラ
ンスが不可欠であるという「ユーロプラグマティズム」という認識があるためである19。
　一方ロシアは、EU に対して CIS 諸国と同等の立場での待遇を嫌い、EU と対等の立場を要
求してきた。それゆえに、ENP の対象国となることはせず、むしろ EU がロシアの近隣諸国
にたいしても国境管理を口実に政治的に関与することに警戒していた。ロシアにとって、モス
クワを抜きに行われるローカル・イニシアチブはどのような場合においてもロシアに敵対する
ものとみなしてきた。したがって、ENP やイースタン・パートナーシップに基づく EU との
協力関係が単なるリップサービスや「お話クラブ」に留まっている限りは阻止しないが、実質
的な西欧志向で動き出す時には確実に反対することがロシアの戦略ペーパーで明らかにされて
いる20。
　ウクライナとロシアの国境地帯におけるユーロリージョンの設置は、ENP やイースタン・
パートナーシップによって CIS に影響を拡大しようとする EU に対するロシアにとっての内
堀といえるかもしれない。ロシアはユーロリージョンという形をとることでウクライナに対し
て恣意的に国境管理が可能となり、他方で「民主的な政治制度」をアピールできるというメリッ
トがある。したがってロシアーウクライナ間のユーロリージョンの拡大は、ロシアの ENP に
対する対抗措置として位置づけることができるであろう。
18　Oleksander Stegniy, ‘ Ukraine and the Eastern Partnership:’lost in Translation’ ?,’ in Elena Korosteleva (ed.), 
Eastern Partnership: A New Opportunity for the Neighbours?,  London and New York, Routledge 2012, p.56.
19　Ibid.,p.70.
20　Przemyslaw Zurawskivel Grajewski, op.cit., p.158.
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３　EUと近隣諸国間の人の移動と国境管理
　EU が ENP において国境管理に神経を尖らせる背景に、これらの地域からの不法移民問題
がある。EU は2004年に旧東欧諸国のポーランド、チェコ、スロヴァキア、ハンガリー、スロヴェ
ニア、エストニア、ラトヴィア、リトアニアの８カ国とキプロス、マルタの加盟を承認し、
2007年にはルーマニアとブルガリアが EU に加盟した。EU の域外に位置していた国々が加盟
したことによって、人の移動の動態は大きく変わることになった。EU の新規加盟国は EU 加
盟に際して EU 域内のヒトの移動を自由にすると同時に EU 域外との国境管理を強化するため
の一連の手続きであるシェンゲン・アキの受け入れが必須であった。それゆえに、新たに加盟
した地域はシェンゲン圏に組み込まれ、EU の域内での移動は自由に行えるようになったが、
それまでヴィザなしで行き来が可能であったポーランドーウクライナ間、ルーマニアーモルド
ヴァ間、ロシアの飛び地となったカリーニングラードとその周辺諸国との間では国境を移動す
るのにヴィザが必要になった。
　こうした状況は、人の移動の流れを変えていった。2004年以降、東欧諸国のなかで不法移民
がもっとも多いのが、ウクライナである。続いてポーランド、ルーマニア、エストニア、モル
ドヴァである。ウクライナからの不法移民として拘束された人は、ポーランドがEUに加盟し
た2004年に15,438人、2005年に14,441人、2006年には少し減少し11,294人となった。しかし翌
2007年には12,660人とまた増加している。ポーランドは、2004年に6,036人、2005年に6,245人、
2006年に5,049人と少し減少しているが、大きく減ってはいない。ルーマニアは2004年に5,560
人、2005年に5,607人、2006年に4,920人とあまり減少していないが、2008年には3,442人と大幅
に減少している。これに対して、増加が著しいのがモルドヴァで、2006年の1,558人から2007
年には2,570人で60%増となっている21。これは2007年にルーマニアがEUに加盟し、モルド
ヴァからの入国にヴィザが必要となったためである。この数値から、ウクライナとモルドヴァ
における国境管理がEUにとっていかに重要なことであるかがわかる。
　そして、不法に移動する人が多いというだけでなく、これまで EU への移民の送り出し国で
あったポーランドとルーマニアは、周辺諸国からの移民の受け入れ国となり、ウクライナやモ
ルドヴァはそれまでの移民の送り出し国・通過国から送り出し国・受け入れ国となり、それぞ
れの国にとって不法移民への対処の仕方が問題となっていった。
　EU への人の移動は、EU の境界地域における国境管理にも大きな影響を及ぼした。ポーラ
ンドなど2004年に加盟した諸国は、加盟交渉の期間にアキ・コミノテール（いわゆるシェンゲ
21　Tadas Leoncikas and Karolis Zibas, Migration Trends 2006-2008, Soderkoping Prosecc Countries, 
European Commission, 2009 p.75.(http://www.soderkopig.org.ua, （2009/07/13）．
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ン・アキ）と呼ばれる国境管理に関する一連の条約を承認し、EU との間でリアドミッション
協定を締結していた。これは、パスポートやヴィザを所持していない「移民」が「安全な第三
国」から不正に入国した場合には、出身国もしくは EU に入る前に通過した国に送り返すとい
うものである。EU が域外からの人の移動に対して厳しく管理しようとするのは、EU 域内を「自
由・安全・正義」の領域として維持するためのものであり、不法な入国者は入国を拒否される
ばかりか、入国させた国にも責任を求めるものであった。また空路で不法に入国した場合には、
航空会社が送還の義務を負うことになっている。そのために、EU は EU 周辺諸国との間で国
境管理を強化したが、これはそれまでヴィザなしで行き来ができていた関係を変化させるもの
であった。リアドミッション協定は EU の加盟条件であったために、加盟交渉をおこなってい
るすべての国でこのリアドミッション協定は締結された。
　こうして EU に接する国境通過ポイントにおける国境管理は強化されたが、他方で、ポーラ
ンドやルーマニアのように自国の東部国境の国境管理は、近隣諸国との歴史的な関係から緩や
かなままであった。しかし、2004年・2007年の EU の東方拡大によって、EU は新たな境界線
において入国管理を行うことになった。ポーランドやチェコなど旧東欧諸国が国境管理の強化
に同意し、リアドミッション協定を締結したのは EU への加盟という目標があったためである。
しかし EU への加盟の実現の可能性が閉じられた状況で、ウクライナやモルドヴァがリアド
ミッション協定を受け入れる可能性は少なかった。なぜならリアドミッション協定は送り出し
国に負担を強いるものであり、中央アジアやアフリカなどから EU を目指して移動している
人々を自国で抱え込まなければならないかもしれないという危険を伴うからである。
　それゆえに、こうした ENP の対象となっている周辺諸国に対して、EU は Söderköping プ
ロセスを開始した。Söderköping プロセスは、2001年にスウェーデンの提唱によって開始され
たもので、EU の東方拡大にあわせて新規に加盟が予定されている国の難民や移民の保護や国
境管理に関する諸問題の協力関係を形成することを目的として設立された22。この
Söderköping プロセスが対象としているのは、EU 側がエストニア、ラトヴィア、リトアニア、
ハンガリー、ポーランド、ルーマニア、スロヴァキア、スウェーデン、EU 域外がウクライナ、
モルドヴァ、ベラルーシである。この Söderköping プロセスの支援によって、2006年 EU は
ウクライナとのリアドミッション協定に調印した。
　これらの地域を対象とする協定は、すでに述べた EUBAM 以外にも、2008年にラトヴィア
とベラルーシの間で、共同で行う国境管理をめぐって締結されたジョイント・アクション・プ
ラン、ウクライナとモルドヴァにおける（EU との）共通ヴィザセンターの設置などがある。
こうした EU の対応には、EU の支配を周辺諸国に押しつけるものという批判があるが、EU
22　Sōderkōping プロセスについてはHP 、http://www.Sonderkopig process.org.uaを参照。
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の東方拡大によってウクライナが移民の送り出し国だけでなく、受入国となったこと23、また
Söderköping プロセスを主導してきたスウェーデンの「越境地域的性格に配慮した関係の構築」
（CBC への配慮）というスタンスが、ウクライナの側に受け入れられたと考えられる。
　EU の東方拡大は、東欧諸国の位置付けを大きく変えることになった。不法に国境を越える
人の移動は、単に労働力の移動という側面だけではなく、麻薬や人身売買、組織犯罪といった
社会的な安全を脅かす要因のリスクも高めていると捉えられている。受入国となったウクライ
ナやモルドヴァが EU の支援のもとで国境管理の強化に乗り出したのは、それぞれの国にとっ
てもそれが深刻な問題であり、EU と問題を共有することができたからである。
４　EU域外地域におけるユーロリージョンの拡大の要因
　EU 域外地域、とりわけヨーロッパ東部地域におけるユーロリージョンは、ユーロリージョ
ンが設置されている地域とその所属する国家の性質から考えて、ヨーロッパの中・西部地域で
確認されているユーロリージョンとは性格が大きく異なっている。ロシアーウクライナ国境地
域のユーロリージョンは政策決定における地域の関与がなく、また住民の意思を汲み上げるボ
トムアップの意思決定の仕組みも見いだせない。では、なぜそのような「ユーロリージョン」
が作られたのか。
　ロシアーウクライナ間のユーロリージョンの設置の要因は、EU の東方拡大とそれによって
シェンゲン圏が拡大したことに起因していると考えられる。シェンゲン圏の拡大は、シェンゲ
ン条約が締結された時の目的、すなわち域内の人の移動を妨げる国境線を廃止して地域統合を
進めようとするものであったが、アムステルダム条約以降、その目的が次第に外からの脅威に
対する防御としての役割に代わってしまったことにより2４、EU が国境管理を自らの国境線に
おいて強化するのみならず、予防的措置として近隣諸国に対しても国境管理の強化を要求した
ためである。他国に対して国境管理の強化を要求し、そのために介入することは、他国の主権
に抵触する部分でもある。ロシアはこの状況をロシアの影響下に留めておくべき国に対して
EU が介入していると認識した。
　EUは、近隣諸国に対して国境管理の強化を要求する一方で、排除の論理ではないというこ
とを強調し、CBCへの支援を強調した。ENPの具体的な政策を示したENPI（The European 
23　2004年の統計では、ウクライナから出国した移民は46,182人であるのに対して、ウクライナに入国し
た移民は38,567人と出入国ともに多い。Migration Trends., op.cit., p.60.(ただし数字はウクライナ政府、
EUROSTADともに大きく異なっている。）
24　シェンゲン条約の目的の変化については以下の論文で考察している。髙橋和「越境地域協力と国境管
理―シェンゲン条約とヒトの移動の管理をめぐってー」山形大学法学会『法政論叢』第50号、2011年
1-27頁。
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Neighbourhood Partnership Instrument: ENPI）では、Cross-border Cooperation Strategy 
Paper 2007-2013 という文書を出し、ENPにおけるCBCの重要性を述べている。そのなかで
CBCの目的は①共通の国境に位置する地域として経済的・社会的発展を促進する、②環境･公
衆衛生・組織的犯罪の防止という分野におけるチャレンジ、③効率的かつ安全な国境、④ロー
カルな人対人の活動の促進という4項目が挙げられている。これは、かつてポーランドやチェ
コなど中東欧諸国がEUの加盟交渉を行っている時期に、CBCを通じてEUへの統合を図ること
に成功したという経験にもとづくものであった。
　ENPI/CBC の目的自体は包括的なものであるが、具体的な動きとして、2008年にスロヴァ
キアとウクライナの間で署名された国境の移動に関する協定では、スロヴァキアと国境を接す
るウクライナの地域ではその地域に住むウクライナの住人は国境を移動する際のヴィザは必要
とされず、許可証とパスポートだけで通行が可能とされた。またウクライナとハンガリーとの
間では、2007年に Cross Border Crossings に関する協定が、2008年には Border Cooperation 
Plan が締結されている。また、2007年にはウクライナはポーランド、ルーマニア、ブルガリ
アとの間でヴィザ発給に関する手続きの簡素化に合意した25。こうした動きは、ウクライナが
リアドミッション協定に調印した見返りとも考えられるが、ENP がそれまでに設立されてき
たポーランドーウクライナ、ウクライナースロヴァキア、ウクライナールーマニア、ルーマニ
アーモルドヴァの国境線上に位置するユーロリージョン、とりわけポーランド、スロヴァキア、
ハンガリー、ルーマニア、ウクライナの活動を阻害しないための配慮がなされていたとも考え
られる。
　こうした EU の CBC を推進する動きは、国境管理とは別の形で、CIS 諸国に対して EU の
影響力を拡大するものである。ロシアのユーロリージョン設置の動きはこれに対するレスポン
スであろう。
　さらにロシアは、フィンランド国境に設置されているユーロリージョンの運営に関して、
EU との co-financing を提案している。これは、従来 EU の補助金で運営されてきたユーロリー
ジョンにロシアの資金が「政府」として入るということを意味する。すなわち、ロシアは EU
と対等な形でユーロリージョンに関与するによって、ロシアの存在感を高めようとしていると
考えられるだろう。すなわち、ロシアもまた国家間関係だけではなく、あらゆるレベルにおい
て EU と競合関係に入っていこうとしているといえる。
　
25　Migration Trends., op.cit.,p.13.
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おわりに
　
　ロシアのユーロリージョンに対する積極的な関与、ENP/ イースタン・パートナーシップに
対する対抗策として EU 諸国、とりわけロシアと国境を接するフィンランドにおいて複雑な感
情を抱かせた。フィンランドは、ロシアの co-financing の提案を、ロシアが従来ほとんど関心
を見せなかった CBC に対して資金援助の枠組みを提供使用とする試みとして、またこうした
動きは、ロシアのみならず、他の地域においても EU への依存を減らし地域の自立性を高める
という点で、歓迎すべきものであり、いい先例となると評価する。しかし、他方で、ロシアが
co-financing という制度を通じて、運営に関与し、地域の意向ではなく、ロシア政府の意向に従っ
て運営されるのではないかという懸念も払拭することはできなかった。
　ロシア政府の CBC への関心は、ウクライナをめぐる動きと呼応している。ゆえに、フィン
ランドの懸念は正鵠を射ているといえよう。しかし、ロシアの提案を断ることが難しいフィン
ランドは、その懸念を軽減するために、EU に対してユーロリージョンの運営に関して以下の
ような提案を行っている。第一に、JMC（Joint Monitoring Committee）の強化、第二にプロジェ
クト採択の権限を地域の専門家に委譲すること、第三に SC（Steerring Committee）および
JA（Joint Audit）の強化である26。
　これらの改革は、CBC のプロジェクトの選定に際して、EU の側ではなく地域の側の専門家
の意見を重視すること、会計監査の機能を強化することによって、ロシアでは会計監査が国家
の機関でしか行えないので、地域の公的な機関における会計監査を担保することによって、ロ
シア政府がユーロリージョンの運営に関わることによって地域の利害が損なわれることがない
ように企図したものである。すなわち、フィンランドによる ENPI CBC の制度改革の提案は、
ユーロリージョンの運営において EU や国家の関与を減らし、地域のイニシアチブを強化する
方向性を持っている。これは、地域から国家へ、国家から EU へと移行した CBC の利害を地
域へと回帰させようとする動きとして捉えられるのではないだろうか。
　東方に拡大するユーロリージョンは、地域による自立的な動きから離れて、EU、ロシア、
ウクライナ、ポーランドなど国家間の対立が地域に持ち込まれる場となっている。地域の主体
性を回復するために、ロシアとの協調を考慮するならば、フィンランドの提案を取り入れた改
革が必要となるであろう。
26　Pekka Järviö, Implementation ot EU external border cooperation after 2013,
 particularly on borders with tha Russian Federation , http://www.aebr.eu/files/publications/ENPI_
CBC_Jarvio_Associates_web.pdf（2012/10/01）
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Euroregions in Eastern Europe and their Changes
Kazu TAKAHASHI
（Faculty of Literature and Social Sciences, Department of Law, Economics and Public Policy）
　　The purpose of this paper is to examine why euroregions in Eastern Europe increased 
after the Enlargement of the EU. Euroregions in the EU developed because of the regional 
policy of the EU. However, euroregions in Eastern Europe existed outside of the EU and 
most of them do not have common border with the EU countries. They do not have sufficient 
financial assistance and experiences which manage the cross border cooperation.
　　There are three reasons. First, Russia felt the threat from the EU’s enlargement, then 
she launched euroregims in order to interrupt the EU’s influence in the region between the 
EU and Russia. Second, the EU developed the ENP policy which meant the end of the 
enlargement. It means that the membership of Ukraine diminished and because of the reason 
Poland was reluctant and lauched the policy ‘ Eastern Partnership. Third, in order to prevent 
the illegal migration flow from east european countries, the EU needs the strict border 
control. Therefore the EU have to cooperate with such countries.
　　Euroregions are the tool to control the region between Russia and the EU. Therefore 
the euroreigons in Eastern Europe increased after the EU’s enlargement 
